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1. はじめに
　戦後日本政治の選挙過程において，後援会は候
補者の選挙動員マシーンとして中心的な役割を果
たしてきた。日本の選挙をパトロン―クライエン
ト関係で論じる際に，多くの論者が後援会の役割
を重視し，有権者と政治エリートを結ぶ装置とし
ての機能を強調している（Curtis 1971：Krauss 
and Pekkanen 2011）。後援会は 55 年体制下の自
民党政治を特徴づける組織であったが，55 年体
制崩壊後も存続し，昨今の選挙を説明する際にも
組織や後援会に基づいた分析は多くなされている1。
日本政治に対する伝統的な文化的理解（Curtis 
1971：Richardson 1991）の枠組みにおいてだけ
ではなく，日本政治の政治経済学的分析において
も，後援会は有権者との利益交換・動員の基盤と
してその役割が強調されている（Ramseyer and 
Rosenbluth 1993：Scheiner 2006：斉藤 2010）。一
方で，世論調査に基づく投票行動研究において
は，後援会が最大の動員マシーンであることを認
めつつも，その影響力を限定的に捉えている（綿
貫 1986）。さらにいえば，後援会からの動員圧力
がどのようなメカニズムで投票決定に影響を与え
るのかについて研究蓄積は多くない。
　本稿の目的は，エリートレベルの分析において
仮定されている後援会の機能について，有権者レ
ベルにおける行動から検証し，後援会動員の影響
の経路を実証的に明らかにすることである。具体
的には，世論調査モード間比較によって，有権者
はどの程度，動員圧力に晒されていて，その圧力
はどのように行動を規定するのかを検証する。結
論を先んじていえば，最も活発に活動していると
される自民党候補者の後援会は，被動員層に強い
動員圧力をかけているが，被動員層の投票行動に
影響を与えることには失敗している。その代わり
に，その強い動員圧力は，被動員層が「裏切っ
た」ことを隠すという行動規範の形成に役立って
いる。
　本稿では，まず日本の選挙過程における後援会
の役割について先行研究を概観する。そこでは，
動員と監視のネットワークとしての後援会の役割
が見出される。第 3 章では，世論調査におけるウ
ソの回答と社会的期待迎合バイアス（Social 
Desirability Bias）について論じ，本稿の分析で
用いる世論調査モード間比較分析を紹介する。第
4 章で世論調査モード間比較によって，後援会動
員の影響をどのように明らかにすることができる
かを論じ，観測可能な仮説を導く。第 5 章では，
この分析で使用するデ ター（Waseda‒CASI&PAPI 
2009）と変数について紹介し，第 6 章で世論調査
モード間比較分析の結果を提示する。分析の含意
と課題をもって本稿を閉じる。
2. 日本の選挙過程における後援会
　後援会は自民党政治の中心的な組織・制度と考
えられている。例えば，自民党政治を包括的に分
析した Krauss and Pekkanen（2011）は，派閥
や政務調査会とともに，後援会を自民党政治を特
徴づける制度として取り上げ，その起源と存続に
ついて論じている。後援会が日本の政治において
重要なのは，第一に，それが利益誘導政治の基盤
となっているからである。政治家は後援会を組織
化することで，候補者中心の選挙運動を展開し，
個人投票（personal vote）の涵養を図ってきた。
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これは同一選挙区内に自民党公認候補者が複数擁
立されるという中選挙区制への組織的適応策とも
いえる（Ramseyer and Rosenbluth 1993）。 第二
に，後援会による候補者中心の選挙運動は政党ラ
ベルの重要性を低減させることで，個々の議員に
対する政党執行部の統制を弱め，党内派閥の勢力
を 増 大 さ せ る 基 盤 と な っ て い る か ら で あ る
（Ramseyer and Rosenbluth 1993）。その証拠に，
自民党執行部は個人後援会を政党地方組織に改組
するように試み，失敗してきた（Krauss and 
Pekkanen 2011）。
　選挙制度改革以降，後援会は減退傾向にあると
される（濱本 2007）。中選挙区制から小選挙区比
例代表並立制への移行は，選挙区内における同一
政党の候補者間競争の消滅と候補者中心の選挙か
ら政党本位の選挙への変化を通じて，後援会の
役割を終わらせるという予測（Fukui and Fukai 
1996）もあった。しかしながら，選挙制度改革後
も，後援会は消滅することなく，それぞれの候補
者の選挙マシーンの役割を担っている。新選挙制
度下での選挙運動を観察した研究は，候補者が後
援会を重視し，その構築に注力していることを明
らかにしている（朴 2000：谷口 2004：Dabney 
2008：Krauss and Pekkanen 2011）。
　後援会が日本の選挙競争において中心的な役割
を果たしていることは，選挙区内で複数の候補者
を擁立していないにもかかわらず，自民党以外の
政党の候補者でも後援会を組織していることに見
て取れる。後援会は自民党議員の専売特許という
わけではなく，他の政党の候補者であっても，再
選を確実にするために後援会の形成と維持に努め
ている（阿部・新藤・川人 1990）。個人後援会は
政党色を消すことでその政党の支持者以外の票を
獲得しやすくする効果も見込まれる。
　後援会を組織する理由の 1 つには，公職選挙法
によって選挙運動が厳しく規制されていることが
あるとされる。戸別訪問は公職選挙法で禁じられ
ているが，「後援会活動」という名目で実施する
ことが可能になるという（斉藤 2010）。後援会員
や後援会員が紹介してくれた有権者に接触するこ
とで票を計算していくことは，限りある時間とコ
ストを有効に使う効率的な選挙運動ともいえる。
　後援会は，利益追求のために個々人が能動的に
集結する組織というよりも，候補者が自ら主導す
る形で，候補者の家族や友人，同窓生などとの関
係を中心に既存の社会ネットワークを再編して形
成 す る も の で あ る。（ 三 宅 1989：Krauss and 
Pekkanen 2011）。候補者が組織する後援会は 1
つだけというわけではなく，地域や職域などで分
割された後援会を多数形成し，それを束ねてい
る。候補者は，選挙以外の期間も含めて日常的に
後援会活動を展開し，個人的な集票組織を構築す
る。日常的な活動としては，レクリエーションや
親睦会などでの交流が中心であり，これらは候補
者の資金で賄われる。また，就職の世話などの選
挙区サービス（constituency service）の提供に
も尽力する。いざ選挙になると，後援会は候補者
にとって中心的な集票組織として機能し，日常的
な活動を背景に，候補者は後援会員の票を「交
換」として期待する。さらに，上述したように後
援会を通じた動員を行って，票の掘り起こしに従
事する。
　近年の自民党政治の政治経済学的分析は，この
ような集票組織としての後援会の役割と恩顧主義
的な交換関係に着目し，それを前提条件に議論を
展開する（Scheiner 2006：斉藤 2010：ローゼン
ブルース・斉藤・山田 2011）。とりわけ，動員と
監視（monitoring）のネットワークとしての後援
会の機能を強調している。
　Scheiner（2006）は日本における恩顧主義的交
換（clientalistic exchange）の基盤の 1 つとして
後援会に着目する。後援会は，「ターゲット化され
た財の配分」（targeted allocation of goods, p.73）
を可能とするが，恩顧主義的な交換関係を機能さ
せるためには，自らに投票したかどうかを監視す
る必要がある。そのため候補者は，選挙区の一部
を系列の地方政治家に担当させ，投票区ごとの票
数からその動員努力を監視している。また，後援
会，その他の組織的利益による動員を通じて有権
者の投票を監視していると主張している。
　後援会による監視方法について曖昧な Scheiner
（2006）に対し，斉藤（2010）やローゼンブルー
ス・斉藤・山田（2012）はその方法について，よ
り具体的である。投票区での票数を観察するとい
う方法は同様であるが，さらに，自書式投票方式
やカーテンのない投票ブースなどの日本の選挙方
式の特徴のため，秘密投票の原則にもかかわら
ず，手や腕の動きで投票先を特定することができ
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るという（ローゼンブル スー・斉藤・山田 2012）。
すべての有権者の投票先を確認できるわけではな
いという注釈付きではあるが，そうすることで，
投票先の監視をしていると論じている。
　上記のように，後援会についての研究は，候補
者がどのように組織し動員するかというエリート
レベルの視点からの研究が多い。これらの研究が
選挙過程における後援会の重要性を強調する一方
で，有権者レベルで見た場合，後援会は投票行動
を説明する最も重要な要因というわけではない2。
1983 年総選挙を分析した綿貫（1986）は後援会
が選挙動員の最大の道具であることを認めつつ，
有権者の 7 割は後援会に加入しておらず，後援会
加入者の 3 割は後援会支持候補以外に投票してい
ることを指摘している。また，1990 年代前半の
選挙を分析した池田（1997）も後援会に従って投
票するのは有権者全体の 4 分の 1 にすぎないし，
一定数の有権者は後援会と投票先が一致してはい
ないことを示している3。これらの研究は，加入
している後援会の候補者と実際に投票した候補者
の一致率を確認することで，後援会加入に効果が
あるか否かを検証している4。しかしながら，そ
の背後にあるメカニズムについては明らかにしよ
うとはしていない。
　本稿では，エリートレベルでの後援会研究の成
果と有権者レベルでの実証を架橋することを目指
し，後援会動員が有権者の投票行動に与える影響
について，そのメカニズムを明らかにすることを
試みる。具体的には，エリートレベルで仮定され
ている後援会の動員・監視メカニズムが実際に機
能しているのかを，世論調査データに基づいて，
有権者の行動と回答から検討を加える。その際に
利用するのは，世論調査方法論における社会的期
待迎合バイアスの分析枠組みである。後述するよ
うに，社会的期待迎合バイアスは，調査員が介在
した他記式調査では生じやすく，自記式の調査に
おいては抑制される。すなわち，なんらかの社会
圧力がかかり，調査回答においてウソをつくイン
センティブのある場合に，異なる調査モードで
は，異なる回答パターンが出現すると考えられ
る。本稿では，コンピュータ支援型自記式世論調
査（Computer Assisted Self-Administered 
Interview, 以後，CASI 調査）と通常の面接調査
（Paper-and-Pencil Interview, 以後，PAPI 調査）
の調査結果を比較することによって，後援会から
の動員圧力がどのように人々の行動を規定するか
について明らかにする。
3. 世論調査におけるウソと
社会的期待迎合バイアス
　社会的期待迎合バイアス（Social Desirability 
Bias）5 とは，社会的に是認されている行動を過大
報告したり，社会的に是認されていない行動を過
小報告することで，「自分をよく見せる傾向」の
ことをいう（Groves, Fowler, Couper, Lepkowski, 
Singer, and Tourangeau 2009, p.168）。代表的な
例としては，選挙に行ったか棄権したかという質
問に対する回答があげられる。世論調査における
投票率は実際の投票率よりも高くなることはよく
知られている現象であり，この原因としては，系
統的な欠測（nonresponse）と社会的期待迎合バ
イアスがあるとされる（相田・遠藤 2005）。前者
は，投票に参加しない（棄権する）人ほど調査協
力をせず，その結果，調査回答者が投票参加傾向
の高い人に偏ってしまうことを指す。それにくわ
えて，後者では，投票に参加したほうがよいとい
う社会規範の下では，調査員に自分が投票に行っ
ていないことを知られたくないため，投票に行っ
てもいないのに「参加した」とウソの回答をする
ことが考えられる6。
　このような世論調査における過大報告（あるい
は，過小報告）を特定するには，理想的には，そ
の回答者の実際の行動を特定し，その行動と回答
を照合すればよい。アメリカにおける投票参加の
過大報告の研究では，実際に，世論調査の回答者
の投票記録（投票に行ったかどうか）を地域の選
挙事務所に調べに行き，その回答と突き合わせる
ことで過大報告を特定する（例えば，Silver, 
Anderson, and Abramson 1986）。ただし，投票
記録を原則として開示するアメリカとは異なり，
日本においては投票記録の開示を求めることは難
しく，このような手法で回答のウソを明らかにす
ることは困難であると考えられる7。一般的にい
って，このように実際の行動を他の記録から明ら
かにできることはむしろ稀であり，さらにいえ
ば，他の記録からその行動を調べられることがで
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きるのであれば，調査で尋ねる必要もない。
　そこで多くの場合，他の手法を用いて，社会的
期待迎合バイアスの存在を確かめようとする。代
表的な手法は，世論調査モード間比較である
（Groves et al. 2009）8。すなわち，同じ質問を異
なる調査モード（survey mode）9 で尋ね，その回
答結果の比較から，それぞれの質問項目で社会的
期待迎合バイアスが存在するかを明らかにしよう
とする10。多くの場合，小規模の集団への実験と
して，他記式による調査と自記式による調査を無
作為に割り当てて行う。その結果，調査員が介在
する他記式調査の場合，調査員に面と向かって社
会的に望ましくないことを答えなくてはならない
ので，社会的期待迎合バイアスが発生しやすく，
調査員が介在しない自記式調査ではバイアスが発
生しにくいということが明らかになっている
（Groves et al. 2009）。この手法では，どの回答者
がウソをついているかについて特定することはで
きないが，どの質問項目で社会的期待迎合バイア
スが発生しやすいかを特定することができる。
　社会的期待迎合バイアスの多くの研究が小規模
での実験的手法に基づくのに対して，同一の調査
設計の下，2 つの異なる調査モードによる世論調
査を同時に実施し，その結果を比較して社会的期
待迎合バイアスの存在を明らかにしようとする試
みも存在する。全国世論調査において，他記式調
査である PAPI 調査と自記式調査である CASI 調
査11を比較した西澤・栗山（2010）は，投票参加
の過大報告の傾向を確認すると同時に，一般に政
治参加への忌避意識が人々の間にあるため，他の
種類の政治参加については過小報告の傾向がある
ことを指摘している12。
　両調査は同一のサンプリング手法を採用し，調
査員が訪問するアプローチも同一であり，同じ質
問を尋ねる。両者の相違は回答収集方法のみであ
り，したがって，両調査の回答の結果の相違は，回
答収集方法の相違に帰せられると考えられる13。
PAPI 調査では，調査員が口頭で質問し，回答を
記述していくが，CASI 調査では，調査用 PC を
回答者に渡して調査員の介在なしに回答をしても
らう方式であるため，後者でのほうがプライバシ
ーが保護され，ウソをつく動機を与えにくいと考
えられる14。この手法の利点は，小規模の実験的
手法と異なり，代表性のあるサンプルに基づくこ
とで，社会的期待迎合バイアスの存在の確認だけ
でなく，さらにその質問項目についての行動メカ
ニズムの一般化が可能であることである。
　本稿では，西澤・栗山（2010）の手法に倣い，
世論調査モード間比較を応用することで動員の影
響の経路を明らかにする。
4. 後援会の監視メカニズムと
世論調査モード間比較
　第 2 章で概観したように，エリートレベルでの
後援会研究において，動員と監視が選挙過程での
後援会の役割とされる（Scheiner 2006：斉藤 
2010：ローゼンブルース・斉藤・山田 2011）。こ
の議論を有権者レベルで捉え直すと，後援会から
投票依頼を受けた有権者は，自分の投票行動が後
援会組織から監視されているために，その候補者
に投票をしなかった場合に制裁を受ける可能性を
考え，その候補者に投票をする。重要なことは，
投票の監視が完全に行き渡っていないとしても，
監視メカニズムが作動することをそれぞれの有権
者が認識し，それに背かないような行動をすると
いうことである。そのような動員圧力に晒された
場合，ある種の行動規範として後援会動員と投票
行動が一致すると考えられる。
　本稿では，このような動員圧力に着目して，選
挙過程における後援会の役割を明らかにする。社
会的期待迎合バイアスでの分析枠組みを応用し，
CASI 調査と PAPI 調査の世論調査モード間比較
を行う。CASI 調査と PAPI 調査の結果の間に差
異がある場合は，それは行動規範に基づく圧力に
よるものだと思われる。両者の間には本質的には
調査モードの違いしかないため，回答結果の相違
は何らかの行動規範の存在を示すものと考えられ
る。
　ただし，ここで注意が必要なのは，本稿で扱う
調査モード間の回答のズレは，社会的期待迎合バ
イアスとは異なるという点である。社会的期待迎
合バイアスは，他記式調査において，調査員との
間で何らかの規範を共有し（あるいは共有してい
ると思い込み），それに基づいて自分自身のこと
を好意的に見せる傾向である。しかしながら，本
稿でのウソについては，調査員と回答者はその行
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動規範を必ずしも共有しているわけではない（あ
るいは，そう思い込んでいる必要もない）。調査
員にとっては，どのような回答が回答者にとって
望ましいものなのかも予測できないであろう15。
その一方で，回答者は，自己の回答が外部に漏れ
る可能性を考えながら，ウソの回答をするであろ
う。したがって，社会的期待迎合バイアスが調査
員に対するウソだとすれば，ここでのウソは，自
己の社会ネットワークに対する予防的なウソであ
る。
　ここで，動員圧力が世論調査の回答に与える影
響について考えてみる。動員圧力は 2 つのルート
で回答結果に影響を与えうるであろう。すなわ
ち，投票行動ステージと調査回答ステージである
（図 1）。以下では，ひとまず PAPI 調査における
回答生成過程を考えてみる。
　一般的な後援会動員の理解では，動員圧力と監
視により，有権者は動員通りの投票をする。これ
を，動員監視仮説と呼ぶ。動員を受けた有権者は
その後，世論調査での投票先に関する質問に対し
ては，自分の行動通りの回答をするだろう。ウソ
をつく理由がないためである。つまり，図 1 上段
（太い矢印は効力の有無）で示したとおり，動員
圧力は投票行動ステージにおいて影響を与える
が，その時点で影響を及ぼしてしまえば，調査回
答ステージにて回答を左右することはない。
　一方で，後援会の選挙監視下にあるような状況
であっても，後援会動員を受けた有権者が自律的
に投票決定をし，動員先と異なる候補者に票を投
じることはありうる。その場合，動員圧力は投票
行動ステージにおいて影響を与えてはいない（図
1 中段）。しかしながら，そのような状況では，
調査回答ステージにおいて投票先についてウソの
回答をする可能性がある。なぜなら，動員圧力の
下では，自分が異なる候補者に投票したと知ら
れ，それが漏れた場合の制裁の可能性を恐れるた
めである。世論調査が自宅で行われているとはい
え，自分が違う候補者に入れたことを口に出すこ
とが憚られるかもしれない。したがって，動員圧
力は投票行動ステージでは影響を与えなかった
が，調査回答ステージで影響を与える（図 1 中
段）。この仮説を動員裏切り仮説と呼ぶことにする。
　ここで強調しておくべきことは，動員監視仮説
と動員裏切り仮説において，動員圧力がそれぞれ
異なるステージで影響を与えるとしても，PAPI
調査での回答結果は同じ結果になるということで
ある。動員裏切り仮説においても，回答者はあた
かもその候補者に投票したように回答をするの
で，結局のところ，動員監視仮説と同じ回答結果
になるのである。つまり，PAPI 調査だけを分析
しているだけでは，この両仮説を区別することは
できない。
図 1　動員圧力と回答者の行動の関係
動員圧力
投票行動 調査回答
動員圧力
投票行動 調査回答
動員圧力
投票行動 調査回答
A. 動員監視仮説
B. 動員裏切り仮説
C. 動員無効果仮説
⬅
⬅
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　しかしながら，PAPI 調査と CASI 調査を比較
すれば，動員監視仮説と動員裏切り仮説を区別す
ることは可能となる。CASI 調査においては，調
査用 PC に回答を打ち込み，その回答はコンピュ
ータで処理されるので，自分の投票政党が外に漏
れることがないと感じられる。したがって，動員
裏切り仮説において，調査回答ステージにおいて
ウソをつく必要がなくなり，真の投票先を回答す
る。その場合には，PAPI 調査と CASI 調査では
回答結果が異なり，CASI 調査においては PAPI
調査よりも動員先への投票が低くなるはずである。
　上記の 2 つの仮説は，動員圧力が有権者の行動
を規定していることを仮定しているが，当然なが
ら，動員が影響を与えていないという仮説をたて
ることも可能である。動員無効化仮説（図 1 下
段）では，動員圧力は有権者にとって何の効果も
持たず，後援会の動員がかかったとしても，投票
行動に影響を与えることもなく，調査回答におい
てウソをつくインセンティブも与えない。この場
合は，回答結果自体は，PAPI 調査においても
CASI 調査においても同様になる。
　それぞれの仮説に対して，CASI 調査と PAPI
調査における観察上の予測をまとめると，表 1 の
ようになる。動員監視仮説では，まず，後援会動
員と投票行動の間に正の関係を見出すことができ
るだろう。さらに，動員元と投票先の一致率につ
いては，回答者はウソをつくことは想定されない
ので，CASI 調査と PAPI 調査でも同程度の結果
になるはずである16。動員裏切り仮説では，PAPI
調査において回答者が動員先への投票を過大報告
するため，CASI 調査と PAPI 調査の結果は異な
るはずである。PAPI 調査では，動員監視仮説と
同様に後援会動員と投票行動の関係に正の関係が
あるだろう。その一方で，CASI 調査では両者の
間に関連があるとは考えにくい。また，動員元と
投票先の一致率は，PAPI 調査よりも CASI 調査
で低くなるであろう。動員無効化仮説では，動員
と投票行動に関連はなく，その傾向は CASI 調査
でも PAPI 調査でも同様であろう。
　本稿の分析では，動員圧力が有権者レベルにお
いても存在し，その行動を規定しているのかを検
証するとともに，そのような圧力を逃れて投票行
動に及ぶ有権者がいるかを確認する。もしも動員
に影響力があるとすれば，これまでの後援会の果
たしてきた役割から考えれば，最もその効果が見
られるのは，小選挙区選挙における自民党候補者
からの動員であろう。
5. データ
　本稿の分析では，早稲田大学・読売新聞共同実
施「日本人の社会的期待と総選挙に関する世論調
査」（以後，Waseda-CASI&PAPI2009）データを
用いる17。CASI 調査と PAPI 調査を同時に行っ
た調査は数少なく，GLOPE05-07 の 2007 年調査，
Waseda-CASI&PAPI2007，および Waseda-CASI 
&PAPI2009 しかない。2009 年のデータを使用す
るのは，世論調査モード間比較が可能な唯一の衆
院選データであるためである。また，後援会の動
員について尋ねている調査はこれ以外にはないこ
とも理由としてあげられる。
　Waseda-CASI&PAPI2009 データには，様々な
社会集団から投票働きかけがあったかどうかにつ
いての質問がある。さらに，その場合にどの政党
動員と投票行動の関係の予測 動員元と投票先の一致率
PAPI 調査 CASI 調査
動員監視仮説 正 正 RPAPI ＝ RCASI
動員裏切り仮説 正 なし RPAPI ＞ RCASI
動員無効果仮説 なし なし RPAPI ＝ RCASI
RPAPI：PAPI 調査における動員元と投票先の一致率
RCASI：CASI 調査における動員元と投票先の一致率
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表 1　各仮説の観察上の予測
からであったかという党派性の質問項目も含まれ
ている18。本稿では，後援会動員の測定として，
「政治家の後援会」から受けた働きかけを用いる
19。その際には，どの政党や候補者から動員を受
けたのかが重要であるので，党派性質問と組み合
わせて使う。さらに，小選挙区における投票動員
と比例区における投票動員は必ずしも一致しない
可能性もあるので，小選挙区における投票と比例
区における投票の双方から後援会の役割を明らか
にする。
　表 2 で見るように，2009 年総選挙において後
援会動員を受けた者は，CASI 調査でも PAPI 調
査でも 16％台である。この数字は，他の団体か
らの動員と比べても最も高い数字である20。小選
挙区における後援会動員は，自民党が最も熱心で
全体の 10% 台である21。民主党はそれについで，
5‒6% となっている。比例区では，小選挙区ほど
後援会動員は行われていないが，それでも自民党
で 7‒8%，民主党で 5‒6% ほど行われている。他
の政党では，公明党が比例区で積極的な後援会動
員を行なっているが，それ以外の政党はその規模
が小さい。以後では，十分なケース数が確保でき
る自民党と民主党に限って分析を行う。なお，後
援会動員の分布に関しては，CASI 調査と PAPI
調査の間で統計的に有意な差はない。
6. 分析
6.1. 後援会動員と投票行動の分析
　最初に，後援会からの動員が有権者の投票先を
規定しているかを検証する。表 3 は，後援会動員
を独立変数とし，投票行動を従属変数とした分析
を，CASI 調査と PAPI 調査でサンプルを分割し
て分析したものである22。
　より具体的には，従属変数として，小選挙区選
挙と比例区選挙でそれぞれ自民党投票ダミー変数
と民主党投票ダミー変数を構築した23。独立変数
としては，自民党と民主党からの後援会動員を，
これもまた小選挙区選挙と比例区選挙でそれぞれ
作成した。後援会からの動員が投票先を決定して
いるとすれば，正の関係が見られるはずである。
統制変数としては，日本の投票行動の主要因と考
えられている政党支持をダミー変数にして投入し
た。それ以外には，性別・年齢・教育程度・世帯
収入・居住年数・都市規模を投入した。
　従属変数が二値変数であるのでロジット分析を
行った。
　表 3 の上段が CASI 調査，下段が PAPI 調査の
結果である。分析の結果，小選挙区での自民党動
員は，PAPI 調査では統計的に有意に正の影響を
及ぼしているが，CASI 調査では有意に影響を与
えていない。この結果は，小選挙区での自民党動
員において，動員裏切り仮説が支持されているこ
とを示唆する（表 1 参照）。すなわち，調査回答
ステージにおいて動員圧力の影響を回避でき，ウ
ソをつかなくてよい CASI 調査では，動員自体の
影響が見られず，その一方，回答過程において動
員圧力の影響を受ける可能性のある PAPI 調査で
は，そのウソの回答からか，動員が影響を与えて
いる。動員圧力が最も強いと思われる小選挙区に
おける自民党後援会動員で，この関係が見られる
CASI 調査 PAPI 調査
後援会動員 16.8 16.1
N 558 694
党派別後援会動員：小選挙区（多重回答）
自民党 10.4 10.4
民主党 5.4 6.9
公明党 2.0 2.6
共産党 2.2 2.0
社民党 0.5 0.7
国民新党 0.4 0.3
その他の政党・無所属 0.9 0.6
N 558 694
党派別後援会動員：比例区（多重回答）
自民党 8.1 6.8
民主党 4.7 5.9
公明党 3.0 3.7
共産党 1.8 1.7
社民党 0.7 0.4
国民新党 0.5 0.3
その他の政党 0.5 0.0
N 558 694
使用データ：Waseda-CASI&PAPI2009
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表 2　後援会動員の分布（%）
ことも動員裏切りが生じていることを強く示唆す
る。
　他方で，小選挙区での民主党後援会動員では，
PAPI 調査においても CASI 調査においても，そ
の影響がみられない。これは，動員無効果仮説を
支持するような結果である。2009 年総選挙にお
ける民主党候補者は，小沢一郎幹事長の指揮下，
組織へのテコ入れを強化したとされるが，実際に
は，それほど後援会の影響はなかったようである。
　興味深いのは，比例区選挙においては，一転し
て，自民党でも民主党でも動員の効果が認められ
ることである。これは，候補者の数が限られる小
選挙区とは異なり，投票先の選択肢が増える比例
区ではプロック投票により近い形で投票行動がな
されていることを示しているのかもしれない。た
だし，CASI 調査における民主党動員ではむしろ
負の影響が見られることに注意が必要である。
6.2. 後援会動員−投票先一致率の分析
　次に，後援会による動員とその投票先の一致率
表 3　後援会動員と投票行動のロジット分析
CASI
小選挙区 比例区
自民党投票 民主党投票 自民党投票 民主党投票
Coeff. S.E. Coeff. S.E. Coeff. S.E. Coeff. S.E.
自民党への後援会動員 0.32 0.35 1.26 * 0.43
民主党への後援会動員 0.44 0.49 -1.04 * 0.55
自民党支持 2.17 * 0.24 2.95 * 0.28
民主党支持 2.52 * 0.31 2.57 * 0.26
性別 0.38 0.23 0.06 0.23 0.27 0.27 -0.04 0.23
年齢 -0.02 0.01 0.01 0.01 -0.01 0.01 0.00 0.01
教育程度 -0.13 0.13 0.20 0.13 -0.06 0.15 -0.03 0.13
世帯収入 -0.04 0.07 0.07 0.07 -0.05 0.08 0.09 0.07
居住年数 0.06 0.11 -0.02 0.10 -0.07 0.12 -0.09 0.10
都市規模 0.10 0.09 0.01 0.09 0.07 0.11 -0.06 0.09
定数 -1.20 0.87 -1.93 * 0.85 -2.17 * 0.98 -0.90 0.84
－ 2 対数尤度 475.06 476.34 363.69 492.71
Cox-Snell R2 乗 0.21 0.22 0.28 0.26
Nagelkerke R2 乗 0.29 0.29 0.42 0.34
N 442 424 461 461
PAPI
小選挙区 比例区
自民党投票 民主党投票 自民党投票 民主党投票
Coeff. S.E. Coeff. S.E. Coeff. S.E. Coeff. S.E.
自民党への後援会動員 0.78 * 0.35 0.98 * 0.44
民主党への後援会動員 0.53 0.41 0.90 * 0.43
自民党支持 1.74 * 0.24 2.42 * 0.27
民主党支持 2.36 * 0.35 2.05 * 0.27
性別 0.29 0.24 0.06 0.24 0.24 0.26 -0.10 0.22
年齢 0.02+ 0.01 -0.02 * 0.01 0.00 0.01 -0.01 0.01
教育程度 -0.25+ 0.13 0.21 0.12 -0.01 0.14 -0.06 0.11
世帯収入 0.04 0.07 0.02 0.07 0.01 0.07 -0.07 0.06
居住年数 -0.06 0.12 -0.10 0.12 0.17 0.13 -0.06 0.10
都市規模 -0.06 0.09 0.06 0.09 -0.04 0.10 0.09 0.08
定数 -2.01 * 0.92 0.32 0.90 -3.29 * 1.03 0.39 0.82
－ 2 対数尤度 443.56 439.59 393.53 538.48
Cox-Snell R2 乗 0.19 0.19 0.22 0.18
Nagelkerke R2 乗 0.26 0.26 0.33 0.24
N 414 385 452 452
* p.<.05, + p.<.10
使用データ：Waseda-CASI&PAPI2009
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を算出し，CASI 調査と PAPI 調査の値を比較す
る（表 1 参照）。前者の値が後者の値よりも低け
れば，調査回答ステージにおける動員圧力の影響
が認められることになる。
　表 4 に後援会動員と投票の一致率をまとめた。
数字は，それぞれの投票依頼を受けたもののう
ち，その政党に投票した回答者の割合を示してい
る。たとえば，一番上の行をみると，小選挙区で
自民党候補者に投票するように後援会から動員さ
れた回答者のうち，実際に自民党に投票した回答
者が CASI 調査では 43.6%，PAPI 調査では 53.7
％であったことを示している。この場合，CASI
調査での方が PAPI 調査よりも一致率が 10.1％ほ
ど低いが，この差は統計的に有意な差ではない。
すべてのカテゴリーで CASI 調査の一致率の方が
低いが，その差の程度にはばらつきがある。統計
的に有意に差があるのは，比例区における民主党
への後援会動員の効果だけである。PAPI 調査で
は 69.2% であるが，CASI 調査では 30% にも満た
ない。また，小選挙区での民主党動員の効果には
ほとんど差がないといえる。
　この結果自体は，前節の分析で示唆された，小
選挙区における自民党後援会動員における動員裏
切り仮説を退けるもののようにみえる。しかし，
ここでどのような有権者が後援会動員によって動
員圧力を強く感じるかを考えてみる。ここで検討
してきた後援会動員は投票依頼を受けた回答者で
あるので，後援会の会員も非会員も含まれてい
る。しかし，より動員圧力が強くかかるのは，候
補者との個人的関係を築いている後援会加入者で
あろう。
　ケース数が少なくなるものの，さらに後援会へ
の加入と非加入でケースを分割したものが表 5 で
ある24。この結果をみると，後援会加入者の間で
は，小選挙区での自民党候補者動員において統計
的に有意な差を確認できる。CASI 調査の一致率
（55.6%）は PAPI 調査の一致率（82.6%）よりも
低く，両者の差（－27.1%）は 10% 水準ではある
が統計的に有意であり，動員圧力が調査回答過程
において強く作用していることが確認できる。
　また，統計的に有意でないものの自民党と民主
党の後援会加入者の動員・投票一致率は比例区で
も 20％近い差がある。一方で，後援会非加入者
の間ではほとんどのケースで差はないが，民主党
での比例区投票において顕著な差を確認できる。
CASI 調査では 23.5% であるが，PAPI 調査では
70.8% を示し，その差は 47.3% と統計的に有意な
表 4　後援会動員−投票先の一致率の調査モ ドー間比較
CASI PAPI 差
小選挙区
自民党 43.6%(55)
53.7%
(67)
-10.1%
民主党 71.4%(28)
73.3%
(45)
-1.9%
比例区
自民党 40.9%(44)
51.1%
(45)
-10.2%
民主党 29.2%(24)
69.2%
(39)
-40.0%*
* p.<.05, + p.<.10
差は CASI － PAPI の値。括弧内は分析対象のケース数。
統計的検定は t 検定。
使用データ：Waseda-CASI&PAPI2009
表 5　後援会動員−投票先の一致率の調査モード間比較，後援会加入状況別
後援会加入者 後援会非加入者
CASI PAPI 差 CASI PAPI 差
小選挙区
自民党
55.6%
(18)
82.6%
(23)
-27.1%+ 37.8%
(37)
38.6%
(44)
-0.8%
民主党
77.8%
(9)
75.0%
(12)
2.8% 68.4%
(19)
72.7%
(33)
-4.3%
比例区
自民党
56.3%
(16)
76.5%
(17)
-20.2% 32.1%
(28)
35.7%
(28)
-3.6%
民主党
42.9%
(7)
66.7%
(15)
-23.8% 23.5%
(17)
70.8%
(24)
-47.3%*
* p.<.05, + p.<.10
差は CASI － PAPI の値。括弧内は分析対象のケース数。統計的検定は t 検定。
使用データ：Waseda-CASI&PAPI2009
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差となる。
　ただし，CASI 調査と PAPI 調査は同じ手法で
サンプリングして，同じ形式で訪問，調査協力依
頼をしているとはいえ，両者の間に異なる欠測の
メカニズムが働いている可能性がある。そこで，
他の要因を統制しても，この CASI・PAPI 間比
較の結果が変わらないかを多変量解析により検討
する。ケース数は少なくなるが，上述の分析で統
計的に有意な差があった層（小選挙区での自民党
候補者動員をうけた後援会加入者，比例区での民
主党動員をうけた後援会非加入者）だけ，再度，
ロジット分析を行うことで調査モードの影響が持
続するかを確認する25。
　CASI 調査では，PC の操作に嫌悪感や拒否感
を覚えるものが調査拒否をしやすく，そのような
層が回答サンプルから除かれている可能性がある
ので，そのサンプルの歪みを補正するために，統
制変数として，性別・年齢・教育程度・居住年
数・都市規模・インターネット使用ダミーを投入
した。表 6 は，CASI 調査と PAPI 調査のサンプ
ルをプールしたロジット分析の結果である。従属
変数はそれぞれの動員がかかった政党への投票で
ある。最も関心のある独立変数は，CASI ダミー
変 数 で あ る。CASI 調 査 で 回 答 し た 場 合 は 1, 
PAPI 調査で回答した場合は０となる。調査モー
ドが予測通りに回答に影響を与える場合には，負
の関係があるはずである。
　ロジット分析の結果，他の統制変数でコントロ
ールしても，CASI ダミー変数は有意に動員先投
票を押し下げることが示された。すなわち，調査
モードが CASI 調査である場合には，PAPI 調査
よりも動員先以外の政党を投票したと答えやすい
ことになる。この結果は，上述の分析を補強する
ものであり，世論調査モード間の差がサンプルの
非均質性によってもたらされたわけではないこと
を示している。
6.3. 結果のまとめ
　以上の分析結果から，小選挙区における自民党
後援会動員では，PAPI 調査と CASI 調査で分析
結果の顕著な違いを見てとれる。動員から投票行
動への影響は PAPI 調査では確認できるものの，
CASI 調査ではその影響を認められない。また，
動員と投票の一致率では，CASI 調査の値が
PAPI 調査の値よりも低かった。このことは，動
員裏切り仮説を支持する結果である。投票所では
動員圧力に屈しなかった有権者も，プライバシー
の心配がある PAPI 調査においては，回答でウソ
をつき，あたかも動員通りに投票したように装
う。しかしながら，プライバシー保護の程度が高
い CASI 調査においては，真の投票行動を答えや
すいので，動員と投票行動の関係も見出せず，ま
表 6　調査モードと動員投票のロジット分析
分析対象
自民党動員（小選挙区）
後援会加入者のみ
民主党動員（比例区）
後援会非加入者のみ
従属変数 自民党投票 民主党投票
Coeff. S.E. Coeff. S.E.
CASI ダミー -2.09 * 0.99 -2.77 * 1.10
性別 3.93 * 1.66 -0.80 0.96
年齢 0.14 * 0.06 0.01 0.03
教育程度 -0.03 0.45 -1.04 * 0.50
居住年数 0.05 0.63 0.07 0.42
都市規模 0.64 0.46 0.65 0.51
インターネット使用 1.34 1.17 0.24 1.07
定数 -17.97 * 7.12 -2.66 4.58
－ 2 対数尤度 32.14 39.07
Cox-Snell R2 乗 0.34 0.35
Nagelkerke R2 乗 0.49 0.47
N 40 41
* p.<.05, + p.<.10
使用データ：Waseda-CASI&PAPI2009
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た PAPI 調査よりも動員と投票の一致率が低くな
る。
　他方で，小選挙区における民主党後援会動員で
は，動員の投票行動への影響を確認できず，動員
と投票の一致率においても差がなかった。これは
動員無効果仮説を支持する結果である。選挙過程
における民主党の組織的基盤は自民党ほど強いも
のではないことを示している。
　また，比例区における後援会動員は，小選挙区
におけるそれよりも投票行動に強い影響を与えて
いる。統計的に有意ではないものの，後援会加入
者においては調査モードによって一定の差が確認
できる。ただし，CASI 調査における民主党動員
が負の影響を与えており，そのことが CASI 調査
と PAPI 調査の差を生み出しているなど，一貫し
た結果とはなっていない。比例区での投票では中
小政党の支持者が自己の支持政党への投票をしや
すいので，浮動層が減ってしまうことがこの結果
に影響を与えている可能性もある。また，選挙活
動に従事するアクターが増えることで，他の政党
からも動員が増える可能性もある。いずれにせ
よ，比例区における動員と投票の関係について
は，さらなる探求が必要である。
7. 結論
　本稿では，世論調査モード間比較によって，日
本の選挙過程における後援会動員の圧力の効果を
明らかにした。分析の結果，小選挙区における自
民党候補者の後援会動員は，被動員層の投票行動
を規定することに失敗している。しかしながら，
強い動員圧力を生み出すことには成功しており，
そのために被動員層は投票所での「裏切り」を表
明することをためらい，調査回答においてウソの
回答をする。
　有権者レベルでの実証結果から，本研究は，近
年の日本政治の政治経済学的分析における「動員
と監視の機関」としての後援会という理解に対し
て疑義を投げかける。その意味で，本稿で明らか
にされた，動員圧力下における有権者の自律性
は，日本政治研究における貢献といえる。
　本研究の貢献は，世論調査方法論にも及ぶ。本
研究は，社会的期待迎合バイアスの特定に用いら
れる分析枠組みである世論調査モード間比較を，
調査員と回答者が規範を共有していない状況に適
用し，その状況でも回答者が社会圧力下にいるこ
とを特定できることを示した。このような結果
は，代表性を担保された全国規模の PAPI 調査と
CASI 調査の比較においてこそ可能であり，この
手法の強みを示している。
　ただし，この結論は動員監視モデルを完全に否
定するものではない。本稿の分析が示したのは，
「総体として」動員裏切り仮説が支持されている
ということであり，有権者の一部に動員監視メカ
ニズムが働いている可能性もある。マクロ・レベ
ルで見たときに，恩顧主義的交換が成り立つため
には，エリート側が後援会を通じた動員を効率的
で有効だと認識していることが重要であるのかも
しれない。ただ，ミクロ・レベルで明らかにされ
たことは，動員圧力は圧倒的ではなく，有権者は
動員先からの投票誘導に盲目的に従うだけではな
いということである。
　今回の分析が 2009 年総選挙時のデータを基に
していることにも留意すべきである。政権交代選
挙となった 2009 年総選挙では，自民党後援会動
員からの逃避先として，民主党という有力な選択
肢が提供されていた。また，先行研究が 55 年体
制下での後援会を主たる分析対象としてきたこと
を考えると，後援会の存続が強調されているとし
ても，その機能が低下し，動員圧力が弛緩してい
る可能性も否定できない。しかし，データの問題
から，本稿のアプローチは他の年では採用できな
いのも事実である。
　本研究では，動員圧力下でも自律的に投票をす
る有権者の存在を確認した。研究の次の課題とし
て，そのような有権者がいかなるメカニズムで投
票決定を下しているかについて，その動員圧力と
の関連も含めて分析の俎上に載せることが挙げら
れる。また，本研究では，比例区選挙における後
援会動員の実態が小選挙区とは異なるメカニズム
で行われている可能性が示唆された。ほとんどの
先行研究では小選挙区における後援会の動態が分
析対象となっている。しかし，中小政党にとって
の選挙戦略を考える上では，新たな重要な研究課
題として指摘できる。
　さらに，分析上の課題としては，CASI 調査と
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PAPI 調査の回答サンプルの非均質性に対する対
処の方法がある。今回の分析では，多変量解析に
よって非均質性を統制をする手法をとったが，よ
り正確な推定のためには傾向スコアによって調整
する必要がある（星野 2009）。世論調査モード間
比較の応用とその方法論については改善の余地が
ある。
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［注］
 1 そのような試みとして，例えば白鳥編（2010）がある。
 2 世論調査データを用いたミクロレベルでの後援会動員
の研究としては綿貫（1986），三宅（1989），蒲島・山田
（1994），池田（1997），Kabashima and Steel（2010）等
がある。
 3 ただし，池田（1997）は，1993 年総選挙において一貫
して後援会加入が投票決定に影響を与えていることを多
変量解析で示している。
 4 明るい選挙推進協会世論調査を用いた後援会加入の影
響の分析では，その後援会がどの候補者を支持している
かを特定できる質問項目がないことが問題となる（例え
ば，蒲島・山田 1994：Kabashima and Steel 2010）。
 5 社会的期待迎合バイアスという日本語訳は西澤・栗山
（2010）に従った。Groves, Fowler, Couper, Lepkowski, 
Singer, and Tourangeau（2004）の翻訳（大隅監訳 2011）
では，「社会的望ましさの偏り」と訳している。
 6 その他の例としては，薬物使用や性的行動などがあ
る。これらは過小報告の対象となる。
 7 ただし，日本においても 1950 年代に選挙人名簿の実
際の投票記録と突き合わせた分析がなされていれるが，
「最近は，それを見ることができなくなった」（林 1984，
p.106）。
 8 世論調査モード間比較以外にはリスト実験が考えられ
る（例えば，Blair and Imai 2012）。
 9 調査モードとは面接調査や郵送調査などの調査の方式
のことをいうが，コンピュータ技術が発展し調査の方式
が多岐にわたる今日では，サンプリングや回答収集方式
など調査の異なった特徴がパッケージされたものと捉え
たほうがよい。詳しくは遠藤（2011）を参照。
10 具 体 的 な 研 究 例 と し て は，Tourangeau and Smith
（1996）などがある。
11 CASI 調査については，Kohno, Kuriyama, Morimoto, 
Tanaka, and Watabe（2008），日野（2010）を参照。
12 CASI・PAPI 調査比較を行った他の研究として，プ
ライバシーの有無によって，党派アンデンティティを秘
匿する有権者の存在を示した三村（2009）がある。し
かしながら，そのメカニズムについては，社会的期待迎
合バイアスとして捉えてはおらず，自己のアイデンティ
ティを表明・隠匿することによってもたらされる利益が
仮定されている。また，CASI 調査と CAPI（Computer 
Assisted Personal Interview）調査を比較した分析とし
て，Imai, Hino, Endo, Hosogai, Mimura, Yamazaki, Arai, 
and Iida（2012）がある。
13 ただし，後述するように，両者では異なる欠測メカニ
ズムが働いている可能性があり，両調査間の回答サンプ
ル層の相違を考慮にした分析が必要となる。
14 ここで強調すべきことは，たとえ PAPI 調査であって
も，実際の調査においてその回答が外部に漏れることは
ないということである。調査実施者は最大限の注意を
払って回答者の個人情報や回答の保護に努めている。そ
のような厳重な情報管理下においても，社会的期待迎合
バイアスは実際には発生する。
15 実際の調査では，後援会動員の質問より先に投票政党
質問が尋ねられる。したがって，投票政党の質問の段階
では，どのような回答が「望ましい」かを調査員は知る
由もない。
16 動員監視仮説が見られたとしても，それは必ずしも，
動員の圧力と監視によって有権者が動員先への投票へと
導かれたということだけを意味しない。動員圧力ではな
く，組織動員により，政党や政治家の情報を学んでい
くことで有権者がその動員先に投票する場合でも，この
パターンが生じる。組織動員と学習効果については遠藤
（2012）を参照。
17 本データは，コンピュータを用いた面接式の全国世論調査
（CASI: Computer Assisted Self-Administered Interview, 
Waseda-CASI2009）と，一般的な紙の調査票による面接
式の全国世論調査（PAPI: Paper-and-Pencil Interview, 
Waseda-PAPI2009）の 2 つから構成され，両調査とも
に，読売新聞世論調査部の協力をもとに，田中愛治（調
査代表者），西澤由隆，栗山浩一，渡部幹，日野愛郎，
飯田健，今井亮佑，森本裕子によって，また遠藤晶久，
細貝亮，荒井紀一郎，三村憲弘，山崎新の各氏の助力を
得て実施された。CASI 調査，PAPI 調査ともに調査期間
は第 1 波が 2009 年 8 月 8 日から 8 月 29 日まで，第 2 波
が 2009 年 9 月 5 日から 9 月 27 日である。本調査を使用
可能にしてくださった早稲田大学経済学研究科グローバ
ル COE「制度構築の政治経済学」拠点と調査実施者の先
生方に感謝申し上げる。
18 具体的には，まず，「今回の選挙期間中，ここに挙げ
ている団体からある候補者や政党に投票してほしいと働
きかけを受けましたか。働きかけを受けた団体をいくつ
でもお選びください」と聞かれ，選択肢として，自治
会・町内会／ PTA ／同業者の団体／農協／労働組合／
生協・消費者団体／ボランティア団体／住民運動団体／
市民運動団体／宗教団体／学校の同窓会／政治家の後援
会が提示される。ここで，1 つでも働きかけを受けた団
体をあげた場合，サブ質問として「では，その団体か
ら，「何党の候補者」および「何党」に投票するように
働きかけを受けましたか。それぞれの団体について，お
答えください」と尋ねられ，働きかけを受けた団体につ
いて，小選挙区と比例区における投票動員先を挙げて
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いくことになる。詳しくはコードブックを参照された
い。コードブックは，早稲田大学経済学研究科グロー
バル COE「制度構築の政治経済学」拠点ウェブサイト
上（http://www.globalcoe-glope2.jp/wcasi/w-casi2009.
html）にて公開している。
19 これまでの研究は後援会の加入だけを問題としてきた
が，後援会の動員という場合，加入者以外にも働きかけ
を行なっているはずである。本稿では，後援会からの投
票依頼を動員として扱う。
20 その次に多かったのは宗教団体（CASI 調査 13.4%, 
PAPI 調査 10.2%），三番目が自治会・町内会（CASI 調
査 6.0%, PAPI 調査 4.6%）である。
21 正確には小選挙区においては自民党（民主党）「候補
者」への動員であるが，文脈からも明らかであるので，
簡便化のため，これ以降，単純に自民党（民主党）動員
と呼ぶ。
22 CASI 調査であったものの何らかの理由で PC 入力を
調査員が補助した回答者については，CASI 調査のケー
スから除外した。これは，調査員が回答を見ることがで
きるという意味で，PAPI 調査と同じ状態になってしま
うためである。
23 小選挙区での投票については，当該政党の候補者のい
ない選挙区の回答者は分析から除外した。
24 後援会加入については，どの党派の後援会かというこ
とは聞いていない。したがって，厳密に言えば動員先と
後援会の党派は一致しない可能性もある。ただし，後援
会加入者が後援会から動員を受ける場合，同じ後援会を
通じてのものであるという推測は可能であろう。残念な
がら，そのことについては検証できるような世論調査は
これまでも行われていない。
25 これ以外の場合について同様のモデルでロジット分析
をしてみたが，CASI ダミー変数はどの分析でも統計的
に有意な係数値を示さなかった。
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